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(57)【要約】
握り、管状胴部、操作先端を有し、内視鏡手術に適した
手術器具が、管状胴部により伝送されるジェット加圧液
を備える。ジェット出口は収束ジェットを噴出するよう
に構成される。２本またはそれ以上のジェットが操作先
端の表面から設定距離だけ横方向に離れた収束点に収束
する。操作先端は出血している組織を接触加熱するため
の能動面をもった加熱部品を含む。回転機構はジェット
出口と加熱部品の能動面を握りに対して独立に回転させ
る。加熱部品の動作温度を調節する方法が提供される。
【選択図】　図１Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液を伝送するための細い中空の管状胴部と、
前記細い管状胴部の末端に設けられ、内腔が前記管状胴部の内腔と連続する中空の操作先
端と、
組織を接触加熱するため前記操作先端に付属し、設定動作温度に加熱可能な加熱部品とを
備えた、液を利用した手術器具。
【請求項２】
　前記操作先端がさらにその側壁に設けられた少なくとも２個のジェット出口を備えた、
請求項１に記載の手術器具。
【請求項３】
　さらに前記細い管状胴部に付属した握りを備えた、請求項１または２に記載の手術器具
。
【請求項４】
　さらに前記握りに対して前記ジェット出口を回転させる手段を備えた、請求項３に記載
の手術器具。
【請求項５】
　さらに前記握りに対して前記加熱部品の能動面を独立に回転させる手段を備えた、請求
項３に記載の手術器具。
【請求項６】
　さらに前記細い管状胴部に付属した加熱ユニットを備えた、請求項１に記載の手術器具
。
【請求項７】
　少なくとも２つのジェット出口が前記操作先端に対して横方向に位置する収束点に収束
する、請求項２に記載の手術器具。
【請求項８】
　前記少なくとも２つのジェット軸を含む面が、前記操作先端の主軸に０度から９０度の
範囲の任意の角度で方向付けられた、請求項７に記載の手術器具。
【請求項９】
　少なくとも２対の収束ジェット出口を含む、請求項７に記載の手術器具。
【請求項１０】
　隆起部、ふくらみ、山、谷、凹み、くぼみ、およびそれらのあらゆる組み合わせからな
る品目群から選択された少なくとも１品目が前記加熱部品の表面に設けられた、請求項１
に記載の手術器具。
【請求項１１】
　前記加熱部品が熱バッファを含む、請求項１に記載の手術器具。
【請求項１２】
　前記加熱部品が加熱要素を備えた、請求項１に記載の手術器具。
【請求項１３】
　前記細い管状胴部の一部が断熱層に囲まれた内管を備えた、請求項１に記載の手術器具
。
【請求項１４】
　前記細い管状胴部の一部が２本の同軸の管を備えた、請求項１に記載の手術器具。
【請求項１５】
　加熱部品に熱い液を伝送することを備えた手術器具の前記加熱部品の温度を調節する方
法であって、前記手術器具が前記液を伝送するための中空の細い管状胴部を備え、前記加
熱部品を備えた中空の操作先端が前記細い管状胴部に付属する、手術器具の加熱部品の温
度を調節する方法。
【請求項１６】
　さらに前記加熱部品の電気的加熱を備えた、請求項１５に記載の手術器具の加熱部品の
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温度を調節する方法。
【請求項１７】
　熱バッファの使用を備えた、請求項１５または１６に記載の加熱部品の温度を調節する
方法。
【請求項１８】
　液を伝送するための中空の細い管状胴部と、
内腔が前記管状胴部の内腔と連続し、側壁に設けられた少なくとも２つのジェット出口を
備え、前記細い管状胴部の末端に設けられた中空の操作先端とを備えた、液を利用した手
術器具。
【請求項１９】
　前記少なくとも２つのジェット出口が、前記操作先端に対し横方向に位置する収束点に
収束する、請求項１８に記載の手術器具。
【請求項２０】
　前記少なくとも２つのジェット軸を含む面が、前記操作先端の主軸に０度から９０度の
範囲の任意の角度で方向付けられた、請求項１９に記載の手術器具。
【請求項２１】
　少なくとも２対の収束ジェット出口を含む、請求項１８に記載の手術器具。
【請求項２２】
　さらに前記操作先端が組織を接触加熱させるための加熱可能な加熱部品を備えた、請求
項１８に記載の手術器具。
【請求項２３】
　さらに前記細い管状胴部に付属した加熱ユニットを備えた、請求項１８に記載の手術器
具。
【請求項２４】
　前記加熱部品が熱バッファを含む、請求項２２に記載の手術器具。
【請求項２５】
　前記加熱部品が加熱要素を備えた、請求項２２に記載の手術器具。
【請求項２６】
　前記細い管状胴部の一部が断熱層に囲まれた内管を備えた、請求項１８に記載の手術器
具。
【請求項２７】
　前記細い管状胴部の一部が２つの同軸の管を備えた、請求項１８に記載の手術器具。
【請求項２８】
　さらに前記細い管状胴部に付属した握りを備えた、請求項１８に記載の手術器具。
【請求項２９】
　さらに前記少なくとも２つのジェット出口を前記握りに対して独立して回転させる手段
を備えた、請求項２８に記載の手術器具。
【請求項３０】
　さらに前記加熱部品の能動面を前記握りに対して独立に回転させる手段を備えた、請求
項２５または２８に記載の手術器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般的には手術器具に関し、本発明は特に組織を切断および除去するための液
体ジェットを用い、また血管を加熱封止する手術器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　生体組織の加熱は、切断、凝固、壊死部切除のような各種効果を達するために使用され
る。得られる効果は組織が加熱される温度に依存する。摂氏７０℃を超えると凝固が生じ
、血管の収縮により止血される。１００℃を超えると組織液が蒸発し組織の脱水がおこる
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。「凝固」または血管の「溶接」のいずれでも管状生体器官は封止される。
【０００３】
　凝固という用語は組織細胞が破裂して脱水する過程をいう。組織の溶接は、コラーゲン
が交差結合して溶融した塊に作り直されるように、組織内のコラーゲンを液化するのに十
分な温度（摂氏７０℃から９０℃の間）まで組織を加熱することを含む。凝固は細い血管
を封止するのに通常十分であるが、より太い血管は溶接が通常必要である。
【０００４】
　電気外科手術が組織の加熱に用いられている。この方法によると、組織を通して流れる
電流の伝導が熱を発生する。電気外科手術器具は凝固と組織溶接に広く用いられている。
米国特許第６，８５８，０２８号と第６，３９８，７７９号は血管を封止するための電気
外科手術器具を開示している。電気外科手術は内視鏡手術で遭遇するような狭い場所に特
に適している。電流は組織の切断と除去そして血管の凝固を可能にする。しかしこの方法
には重大な欠点がある。組織を通る電流の伝導は、手術部位を越えて正常な組織に熱損傷
をもたらすような電気熱傷を引き起こす。組織を高温に加熱することは、より太い血管を
最適に封止することを妨げる組織の炭化と脱水を引き起こし、手術中ないし手術後の出血
を引き起こすおそれがある。
【０００５】
　内部器官は特に過度の温度と膨張に敏感であるが、切断と貫通にはそれ程ではない。こ
のため組織の切断と凝固の際、局所麻酔や全身麻酔のような深い段階の麻酔を要する電気
外科手術ユニットによる過度の熱は大きな痛みを伴なう。電気熱傷は回復期を長引かせる
重大な手術後の痛みと不調をもたらすおそれがある。高温を生成して組織を切断と除去す
ることは組織のゆがみと難しい組織学的評価をもたらす。
【０００６】
　液体ジェットを用いて組織を切断する方法は知られている。国際特許出願公開ＷＯ９，
６３９，９５４号公報には液体の加圧蒸気をコヒーレントジェットとして供給する手術器
具が開示されている。開示された器具は、軸方向、横方向、斜め方向に向けられるジェッ
ト開口部を含む。液体ジェットの長さ、それにより切断する組織の寸法を制御するため、
横方向または回転方向に偏向させる装置がジェット開口部に付加される。ジェット開口部
と偏向装置は、使用者が手術部位から器具を取り除くことなく切断方向を選択できるよう
に遠隔操作できる。
【０００７】
　米国特許第６，９６０，１８２号は液体ジェットを形成する種々の手術器具を開示して
おり、これらは手術に有用である。開示された器具は加圧内腔と吸引内腔を含む。加圧内
腔は液体ジェットを形成するための少なくとも一つのノズルを、一方吸引内腔はジェット
受け入れ開口部を含む。ノズルとジェット受け入れ開口部は、液体ジェットを構成する液
体と、液体ジェットにより輸送される組織や物質が、ジェット受け入れ開口部を通して吸
引されるように相対的に配置される。いくつかの開示された器具は回転軸の回転を駆動す
るための液体ジェットに駆動された回転機構を用いる。回転軸により駆動可能な手術部品
は、削る、研ぐ、切る、孔をあける、磨く、ねじるというような種々の手術を実行するの
に利用できる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　このような開示された器具は、偏向装置、液体ジェットを阻止するための吸引管のよう
な機械的手段を必要とするので、限界がある。さらにこれらの器具は止血のための統合手
段を提供しない。
【０００９】
　組織の炭化と脱水の起こる温度より低い温度で血管を封止（止血）することのできる手
術道具が必要である。
【００１０】
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　血管の部位を越えて組織を熱損傷することなく止血できる手術道具が必要である。
【００１１】
　止血を安全にできる手術道具が必要である。
【００１２】
　残存組織に熱的および／または機械的な損傷を与えないで、組織を正確に切断除去でき
る手術道具が必要である。
【００１３】
　組織を切断除去中に深さ制御のできる手術道具が必要である。
【００１４】
　より柔らかい組織を優先的に除去し、より固い組織に害を与えない手術器具が必要であ
る。
【００１５】
　熱損傷と組織変質を起こさないようにして、組織検査のための組織を取る手術器具が必
要である。
【００１６】
　組織切断と、それに付随または連続する止血を自由自在に実施でき、操作の容易な手術
器具が必要である。
【００１７】
　内視鏡手術のような狭い場所で容易に操作できる細い軸をもつ手術器具が必要である。
【００１８】
　麻酔薬による局部麻酔下で使用できる手術器具が必要である。
【００１９】
　内視鏡を用いた前立腺切除術のような内視鏡手術の診療室で利用できる手術器具が必要
である。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明に従い、液体ジェットおよび／または接触加熱を用いた手術器具が提供される。
本発明の手術器具は柔らかい組織を切断し取り除くことや、補綴術における適合のように
骨を削って造形することを提供する。この器具は握りのついた細い管状胴部の末端に配置
された操作先端を含む。
【発明の効果】
【００２１】
　これは過形成前立腺組織の除去のような内視鏡手術に特に適している。目的の組織の切
断および／または刻むことは、操作先端の側壁に設けられたジェット出口から横方向に噴
出する複数の液体ジェットにより果たされる。操作先端の末端に設けられた加熱部品が接
触加熱により出血を止める。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　それぞれ本発明の手術器具の側面と操作先端の側面断面を示す図１Ａ、１Ｂについて説
明する。手術器具１０は細い管状胴部１２と握り１４を含む。中空の操作先端１６は細い
管状胴部１２の末端に設けられ、その内腔は管状胴部１２の内腔と連続体を形成する。操
作先端１６は加熱部品１８と内管２１の壁に設けられた複数のジェット出口２０を含む。
管状胴部に導かれた加圧液はこれらのジェット出口の開口部から高速で噴出する。これら
のジェット出口と開口部は、隣り合うジェット２２の対が操作先端から横方向に離れたと
ころの集中点２４に集中するように配置される。
【００２３】
　内管２１は、部分的に覆われているだけの末端を除いて、断熱層２５に囲まれている。
内管２１の露出部は加熱部品１８の能動面２６を形成する。本発明の能動面は加熱部品１
８と良好な熱結合を有する。能動面２６に設けられた任意の突起は後述のように、その面
積を拡大する。典型的にはステンレス鋼製で実質的に薄い内管は加圧液を伝送する。断熱



(6) JP 2009-502304 A 2009.1.29

10

20

30

40

50

層２５は典型的にはテフロン（登録商標）や生体適合性のある断熱材料で作られる。絶縁
層は、半結晶性脂肪、炭化水素、気体、真空などの断熱材料や相変化物質（ＰＣＭｓ）を
保持した内蔵空洞を含んでいてもよい。カプセルに詰めた多孔質の材料も同様に用いられ
る。あるいは絶縁層の鞘と内管２１の間に空洞が設けられる。
【００２４】
　液入口２７には外部の液源との接続のため、ねじ山２８が設けられる。操作スイッチ３
０は加熱ユニット３２に内蔵された、図示しない電気加熱要素を能動化する。伝送液を摂
氏４５℃より高く、好ましくは用いる液の沸点より低い温度の範囲で、一定の設定された
温度に保つ技術において知られたようにして、図示しない調節装置で加熱が調節される。
（水溶液の場合、この温度は、好ましくは摂氏１００℃より高くない。）細い管状の胴部
と本発明の操作先端の合計容量は、典型的には０．５ｃｍ３より少なく、液の典型的な流
量は２ｃｍ３／秒である。このため加熱部品の温度を数秒で作動値まで上げるのに、そこ
そこの加熱パワーで十分である。
【００２５】
　伝送液の加熱は、随意に、無線周波数範囲の電磁放射、マイクロ波、超音波振動の伝達
、熱電気による冷却加熱により行なわれる。あるいは外部源から加熱された液を供給する
こともできる。握り１４とそれに接続される全てのホースは手術する者と患者を火傷から
防ぐため断熱される。
【００２６】
　本発明の好ましい実施態様である細い管状の胴部３４の一部の縦断面を示す図２Ａにつ
いて説明する。細い管状の胴部３４は壁３６が代表的にはステンレス鋼で作られている内
管を有する。細い管状の胴部３４の壁３６と外壁３７の間の空間部は、好ましくは真空、
絶縁物で充填、または液の伝送に使用される。管状胴部の表面温度は、関わる組織に引き
起こされる火傷の危険を最小にするような設定温度より低く保たれなければならない。本
発明のある実施態様においては、細い管状の胴部は、絶縁物に埋め込まれた空隙や外壁３
７と壁３６の間の空間を通して、冷却液を循環ないし流すことで積極的に冷却される。細
い管状の胴部は熱電気冷却（ＴＥＣ）手段により冷却されてもよい。
【００２７】
　軸３８は以下に記述するように加熱部材を回転させる。
【００２８】
　［操作先端］
　本発明の好ましい実施態様の操作先端の部分断面側面図を示す図２Ｂを説明する。操作
先端４０は、加熱部品４４の取り付けられた管状胴部４２の末端部からなる。軸４６は液
体ジェットの軸で、以後ジェット軸と称する。ジェット出口４８の開口部につながる開口
部と溝は典型的には軸対称で、それらの傾き角は等しく、ジェット軸は操作先端４０から
横に離れた位置にある収束点に収束する。ジェット軸が一点に収束するジェット出口のこ
のような対を、以後、収束ジェット出口と称する。内管５０は断熱層５２で囲まれている
。軸５３は管状胴部４２に対して加熱部品４４を回転させる。
【００２９】
　本発明の他の好ましい実施態様の、それぞれ操作先端の正面図と部分断面側面図を示す
図３Ａ、３Ｂを説明する。内管８０の末端は管胴部８２から延在し、操作先端８４の液伝
送部品を構成する。操作先端８４の表面に設けられたねじ山８５はその面積を拡大する。
ジェット出口８６は窓８７に面する内管８０に横方向に設けられ、これは噴出ジェットが
通過して目的の組織に当たるようにする。外管８８は管胴部８２の全長にわたり内管８０
を同軸で囲む。絶縁層９０が外管８８を囲んでもよい。円筒形の能動面９４がその末端に
延びる加熱部品９２は外管８８に固く接続され、内管８０と、それらの間の空間の末端を
封止しながら滑動するよう取り付けられる。（能動面９４と加熱部品９２の外面に設けら
れたねじ山は図３Ｂに示されていない。）外管８８、加熱部品９２、能動面９４は一緒に
なって内管８０の周囲を回転する必須の硬い胴部を形成する。壁９６はこの空間を加熱部
品９２に接近して接続された二つの部分に分けてもよい。加熱部品９２と能動面９４の壁
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は、以下に述べる生体適合性材料で覆われていてもよい、熱の良導体からなる。加熱部品
９２と能動面９４の温度は、能動面９４が液体ジェットを止めるように外管８８を回転さ
せたとき、典型的には噴出する液体ジェットにより調節される。内管８０と外管８８の間
を分ける二つの空間を通して伝送される加熱あるいは冷却された液により温度が調節され
てもよい。この場合、図示しない二本の追加の管、一本は加熱部品に液を伝送し他はそこ
から排出する、が設けられる。温度調節液の加熱が上記の加熱ユニットによりおこなわれ
る。
【００３０】
　加熱部品９２は、加熱部品９２と能動面９４の動作温度を調節するための、熱バッファ
および／または埋め込まれた電気加熱要素を含んでもよい。切断から接触加熱への変化は
外管を、ジェット出口の正面に窓８７が配置された切断時の角度から、接触加熱時または
その前に能動面の壁が液体ジェットをさえぎる角度に回転させることで実現される。
【００３１】
　本発明のジェット出口の異なる構成を示す図４Ａ～４Ｄについて説明する。隣接する一
対の収束ジェット出口の開口部から高速で噴出する加圧液は仮想的な平面刃を構成する。
どの二つの収束ジェットも実質的に互いに収束点１５４での衝突で弱めあい、組織を傷つ
けない無害の飛沫に変化する。収束ジェット出口は管胴部から１０度から９０度、好まし
くは４５度から６０度の範囲の角度で構成される。通常、収束点は１ｍｍから１０ｍｍ、
好ましくは２ｍｍから４ｍｍの範囲で操作先端１５５の壁から横方向に配置される。二本
を越えるジェットが同じ収束点で衝突し、三次元の仮想的な刃を表わすようにしてもよい
。種々の収束ジェットの組の収束点が操作先端の表面から異なる横距離、または同じ距離
に配置される。対の収束ジェットのジェット軸が含まれた面は図４Ａ～４Ｄに示すように
平行または交わる。
【００３２】
　図４Ａに本発明の好ましい実施態様のジェット出口の概略図が示される。操作先端１５
５は４対の収束ジェット出口を含む。ジェット出口の２対のジェット軸は同軸に設けられ
、隣接する収束点は操作先端１５５の軸に沿って縦に設けられた一平面上に含まれる。対
の各組を含む平面は相互に操作先端１５５の軸に沿って平行である。あるいは衝突するジ
ェットのジェット軸を含む平面は互いに１０度から６０度、より好ましくは１５度から３
０度の範囲で交差してもよい。ジェット出口の隣接する対は、操作先端の壁の機械的完全
さが保持されるように、内管の末端から横方向に必ずしも等距離で配置されなくてもよい
。
【００３３】
　図４Ｄに本発明の他の好ましい実施態様のジェット出口の概略図が示される。２対の各
ジェット出口の開口部が、好ましくは内管の末端から異なる距離で放射状に配置され、操
作先端の壁の機械的完全さが最高度に保持されるように、放射状に挟まれる。
【００３４】
　ジェット軸を含む平面同士が、または平面と操作先端の主軸があらゆる角度で交差する
ような、ジェット出口の他の種々の配置が本発明と一致する。どの配置においても液体ジ
ェットにより形成される仮想的な刃は、操作先端の主軸方向と横方向に、または沿って直
線的に掃引することにより、組織の層を取り除くのに使われる仮想的なブラシを構成する
。
【００３５】
　［加熱部品］
　それぞれ図２Ｂに示された線ＡＡ、ＢＢ、ＣＣに沿った操作先端の断面図と、本発明の
好ましい実施態様による操作先端の概略組み立て図である図５Ａ～５Ｄを説明する。内管
１７２の軸に沿って配置された軸心棒１７１は、絶縁層１７４に対して回転する能動面１
７６を備える。加熱部品１８０の中空胴部の壁１７８と能動面１７６は代表的にはステン
レス鋼の薄い鞘のような熱良導金属により作られ、および／またはステンレス鋼またはチ
タンのような生体適合性材料により覆われている。このような熱伝導表面は、能動面１７
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６または加熱部品の末端面が出血中の組織に押し付けられたとき、血管を封止するのに備
える。加熱部品１８０と能動面１７６は操作先端の軸に対して回転し、出血中の組織の接
触加熱に先立ち液体ジェットが遮断される、遮断段階に至る。切断を望むときは、中空胴
部１８２と接続された能動面１７６が図５Ｄに示す開放段階に回転して戻される。加熱部
品１８０の壁とその能動面１７６は熱良導体である。したがって回転して遮断段階に置か
れたとき、どちらも能動面１７６の内面に当たる液体ジェットにより予め加熱される。熱
は、壁１７８との接触によっても、軸心棒１７１を通しても伝導される。ベアリング１８
４を支える圧力は、軸心棒１７１により加熱部品を回転させる。ジェット出口１８６は、
溝が壁１７２と絶縁層１７４を通過するように配置される。
【００３６】
　あるいは、加熱部品の能動面は操作先端の内管の外面に、ジェット出口を囲むように固
く接続される。この場合、切断から接触加熱への変換は、接触加熱の前に伝送液の圧力レ
ベルを下げておく必要がある。
【００３７】
　［加熱部品の温度調整］
　加熱部品の動作温度は、代表的にはコラーゲン溶融と、組織の脱水が最小限で炭化が生
じない血管封止のできる温度範囲から選択される。組織への熱伝導速度を増加させるため
、隆起部、ふくらみ、山、谷、凹み、くぼみが加熱部品とその能動面の外面に設けられ、
その面積を増加させる。加熱部品は、相変化物質（ＰＣＭ）のような、温度ないし熱のバ
ッファを含んでもよい。ＰＣＭは、固体結晶からアモルファス固体（固体－固体）、固体
から液体、液体から気体のような、ある相から別の相への変化により僅かの温度変化を伴
なって、相当大量のエネルギーを吸収ないし排出する物質である。相変化の際このような
ＰＣＭは比較的定温を保つ熱バッファとして機能する。好適な物質は、好ましくは１６以
上の炭素鎖または飽和脂肪酸を有する炭化水素である。ＰＣＭは加熱部品胴部内に設けら
れた１個以上の空洞内に含まれていてもよい。
【００３８】
　本発明の液体ジェットにより組織を切断し刻む手術は、冷たい、または温かい液を用い
て実行される。しかし加圧液は接触加熱の前に隣接する組織に有害な温度に加熱される。
加熱部品の寸法と内管の体積が比較的小さいので、本発明の手術器具の操作先端の熱容量
は相当小さい。そのため加熱部品の温度を動作値まで上げるための待ち時間と、加圧液と
操作先端の外表面を切断手術に適した動作温度に冷やすための待ち時間は秒の範囲である
。そのため外科医は切断と接触加熱を交互に連続的に実行できる。さらに手術器具の末端
を囲む温かい液は関係する組織を加温する。その結果、接触加熱の効率は、加熱部品の動
作温度と関係する組織の温度の間の比較的低い温度差により、向上する。したがって加熱
液が接触加熱に用いられる継続時間は減少し、付随する熱の害は少なくなる。
【００３９】
　本発明の加熱部品の温度をその動作値まで上昇させること、または補助することを、既
知の電気的方法で実行してもよい。遠隔操作で作動する電気加熱部品および／または加熱
部品に設けられまたは付属したＴＥＣはこのような加熱をおこなう。加熱部品に設けられ
た１個またはそれ以上の温度センサー、サーボ機構、加熱部品に用いられ、および／また
はＰＣＭに含まれた正の温度導体（ＰＴＣ）は、加熱部品の温度を所望の範囲に調節する
。
【００４０】
　［本発明の手術器具の操作］
　本発明に用いられる代表的な液は、０．９％食塩水、リンゲル液、その他の同様の生体
適合性液のような無菌の生理的液である。液は通常離れた貯蔵器に貯蔵され、本発明の手
術器具の液入口に適当な管で接続された外部ポンプにより、汲み上げ、加圧される。従来
技術で知られた圧力制御機構が、切断と接触加熱段階で液圧力を調節するために備えられ
る。ピストンポンプを用いて、手術器具の握りの中に納めてもよい。
【００４１】
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　再び図１Ａを説明する。軸でギアボックス１９４に結合したレバー１９２は回転する管
状胴部１２を提供する。選択装置１９６は場合に応じて、加熱部品またはその能動面を独
立して、または同時に操作先端１６のジェット出口に対し回転可能にする。選択装置１９
６は二つの位置の間を動くことができる。第一の位置では、ジェット出口と加熱部品の二
つの反対方向１９８、１９９への回転は、回転レバー１９２のそれぞれ方向２００、２０
２によりもたらされる。第二の位置では、加熱部品１８および／またはその能動面だけが
回転する。このように独立して加熱部品の能動面またはジェット出口を回転させる手段は
、加圧ジェットを目的の範囲に便利に向ける、および／または切断から接触加熱へ便利に
移す一方、実質的に固定方向に握り１４をしっかりと保持するようにする。同様に内管ま
たは外管は、上記の他の好ましい実施態様による加熱部品とその能動面と共に、このよう
な回転手段により独立して回転する。さらに仮想ブラシの回転的掃引は、それ自体で、あ
るいは操作先端の軸に沿った横移動と共に、組織の層の便利な除去を可能にする。
【００４２】
　握りと二つの段階をもつ選択装置に隣接して設けられた二つの独立した回転輪が上記の
回転手段の代わりをしてもよい。選択装置が第一の位置にされたとき、輪は独立して回転
でき、一方第二の位置では二つの輪は同方向に同時に回転する。一つの輪は管状胴部に結
合され、他はその中に設けられた軸に結合される、あるいは、一つの輪は内管に結合され
、他は細い管状胴部の外管に結合される。指の僅かの動きが、握りを同じ方向に保ちなが
ら、これらの輪の回転を生じさせることができる。
【００４３】
　［更に可能な応用］
　応用は同じ技術による膀胱腫瘍の内視鏡的除去術を含んでもよい。同様に本発明の手術
器具と方法は子宮内膜または子宮ポリープの内視鏡的除去術、軟組織の除去のための関節
鏡手術にも用いられる。
【００４４】
　本発明の手術器具は内視鏡的接触加熱にも用いられる。この場合、ジェット出口は塞い
でもよい。明らかに、加熱部品をもたない手術器具は内視鏡により切断し刻むのに適して
いる。
【実施例】
【００４５】
　本発明の好ましい実施態様による手術器具を用いた、前立腺の内視鏡的切除術が以下に
述べられる。中央作動溝を有する従来の膀胱鏡が用いられる。膀胱鏡は尿道を通し尿道前
立腺部に入れられる。手術器具の細い管状胴部が膀胱鏡の作動溝を通して入れられる。０
．９％食塩水のような生理的無菌液が用いられる。液は離れた容器に室温で保管される。
液は加圧され、操作先端のジェット出口を通して噴出し、前立腺の側面の突起および／ま
たは中央の突起に向けられる。液の圧力は、より柔らかい腺腫様組織を切り刻み、前立腺
被膜のより硬く弾性的なコラーゲン繊維は傷つけないような値に制御される。操作先端の
掃引の動きは、過形成前立腺組織を液体ジェットで塗る、もしくはブラシをかけるように
、行なわれる。その結果、この組織を数ｍｍの深さまで切り刻むことは連続的な視覚観察
のもとで果たされる。収束する液体ジェットは組織を設定した２ｍｍから３ｍｍの深さま
で切断できるようにする。出血は、出血している組織の表面に加熱部品の能動面を押し付
ける接触加熱により止血される。液の加熱は、加熱部品が数秒で９０℃に達する加熱ユニ
ットの活性化にすぐに続いて行なわれる。出血している組織に加熱部品の能動面をしばら
く押し付け、傷ついた出血組織の壁を封止して止血させる。操作先端と管状胴部の一部を
囲む噴出液は、受動的に膀胱鏡の作動溝を通って排出される。前立腺被膜に達したところ
で手順は完了する。手順の最後に刻まれた前立腺の組織は、従来の泌尿器のやり方で排出
され、組織検査に回される。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１Ａ】本発明の手術器具の側面図
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【図１Ｂ】図１に示された操作先端の部分断面側面図
【図２Ａ】本発明の好ましい実施態様による手術器具の管状胴部の長手方向の断面図
【図２Ｂ】本発明の好ましい実施態様による操作先端の部分断面正面図
【図３Ａ】本発明の他の好ましい実施態様による操作先端の正面図
【図３Ｂ】図３Ａに示された操作先端の部分断面正面図
【図４Ａ】本発明の好ましい実施態様による操作先端のジェット出口の配置を示す概略図
【図４Ｂ】本発明の他の実施態様による操作先端のジェット出口の配置を示す概略図
【図４Ｃ】本発明の他の実施態様による操作先端のジェット出口の配置を示す概略図
【図４Ｄ】本発明の他の実施態様による操作先端のジェット出口の配置を示す概略図
【図５Ａ】図２Ｂに示された操作先端の線ＡＡに沿った断面図
【図５Ｂ】図２Ｂに示された操作先端の線ＢＢに沿った断面図
【図５Ｃ】図２Ｂに示された操作先端の線ＣＣに沿った断面図
【図５Ｄ】図２Ｂに示された操作先端の概略図
【符号の説明】
【００４７】
　１０　手術器具
　１２　管状胴部
　１６　操作先端
　１８　加熱部品
　２０　ジェット出口
　２１　内管
　２２　ジェット
　２４　集中点
　２５　断熱層
　２６　能動面
　２７　液入口
　２８　ねじ山
　３０　操作スイッチ
　３２　加熱ユニット
　３４　胴部
　３６　壁
　３７　外壁
　３８　軸
　４０　操作先端
　４２　管状胴部
　４４　加熱部品
　４６　軸
　４８　ジェット出口
　５０　内管
　５２　断熱層
　５３　軸
　８０　内管
　８２　管胴部
　８４　操作先端
　８５　ねじ山
　８６　ジェット出口
　８７　窓
　８８　外管
　９０　絶縁層
　９２　加熱部品
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　９４　能動面
　９６　壁
　１５４　収束点
　１５５　操作先端
　１７１　軸心棒
　１７２　内管
　１７４　絶縁層
　１７６　能動面
　１７８　壁
　１８０　加熱部品
　１８２　中空胴部
　１８４　ベアリング
　１８６　ジェット出口
　１９２　レバー
　１９４　ギアボックス
　１９６　選択装置

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】



(12) JP 2009-502304 A 2009.1.29

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図４Ｄ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図５Ｃ】

【図５Ｄ】



(13) JP 2009-502304 A 2009.1.29

10

20

30

40

【国際調査報告】



(14) JP 2009-502304 A 2009.1.29

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,NL,PL,PT,RO,SE,SI,SK,TR),OA(BF,
BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CN,CO,
CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,L
C,LK,LR,LS,LT,LU,LV,LY,MA,MD,MG,MK,MN,MW,MX,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK
,SL,SM,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(72)発明者  シャバット、ロニ
            イスラエル　１９３５０、イズラエル、キブツ　イズラエル
Ｆターム(参考) 4C160 FF10  FF19  FF23  KK04  KK13  KK23  KL02  KL05  NN03  NN12 
　　　　 　　        NN14  NN15 



专利名称(译) <无法获取翻译>

公开(公告)号 JP2009502304A5 公开(公告)日 2009-09-10

申请号 JP2008523537 申请日 2006-07-26

[标]申请(专利权)人(译) 超潮科技有限公司

申请(专利权)人(译) 超潮科技有限公司

[标]发明人 パズエイドリアン
シャバットロニ

发明人 パズ、エイドリアン
シャバット、ロニ

IPC分类号 A61B17/32 A61B18/12 A61B18/18 A61B18/04

CPC分类号 A61B17/3203 A61B2018/046

FI分类号 A61B17/32 A61B17/32.330 A61B17/39.310 A61B17/36.340 A61B17/38.310

F-TERM分类号 4C160/FF10 4C160/FF19 4C160/FF23 4C160/KK04 4C160/KK13 4C160/KK23 4C160/KL02 4C160
/KL05 4C160/NN03 4C160/NN12 4C160/NN14 4C160/NN15

优先权 60/702304 2005-07-26 US

其他公开文献 JP2009502304A

摘要(译)

具有手柄，管状筒，操作尖端的手术器械适合于内窥镜手术，包括由管
状筒传递的喷射加压液体。喷射出口配置成喷射会聚射流。两个或更多
个喷嘴会聚到与操作尖端的表面横向分开设定距离的会聚点。操作尖端
包括具有活动表面的加热部件，用于接触加热出血组织。旋转机构独立
于把手旋转射流出口和加热部件的有效表面。提供一种调节加热部件的
操作温度的方法。 背景技术
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